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一
般
質
問
す
る
渡
辺
県
議

（
６
月
９
日
）

吉村知事に「給付型奨学金を」と「国に大学の運営
費交付金を削減しないように」と求め、提言を行う
渡辺県議ら（2016年1月、県庁）

※1　雇用者報酬の微増は、雇用者数が0.5％増えたにもか
かわらず、報酬が0.1％の増にとどまっていることから県は「非
正規雇用（低賃金）が増えたのではないか」との見方を示
してます。※２　一方、株配当などで資産が増えました。

2014年度全国より落ち込んだ山形県経済
低賃金を増やし、株配当を増やすアベノミクス
2014年度全国より落ち込んだ山形県経済
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5年ぶりの減少

※2　3年連続増加

雇用者報酬

企 業 所 得

財 産 所 得

県
民
所
得

出典：山形県「2014年度県民経済計算の推計結果(簡易推計)」

　

２
０
１
４
年
度
の
山
形

県
経
済
は
、消
費
税
増
税
、

米
価
下
落
な
ど
の
影
響

で
、
全
国
よ
り
も
落
ち
込

ん
だ
こ
と
が
、
県
の
資
料

で
明
ら
か
に
な
り
ま
し

た
。(
下
表
参
照
）。

　

６
月
９
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返
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。
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６
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。

　

ま
た
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対
す
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を
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ま
し
た
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内
容
を

報
告
し
ま
す
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山形県経済に打撃　県民に追い打ち山形県経済に打撃　県民に追い打ち
県議会２、６月定例会特集

山形県「奨学金返還支援」を開始山形県「奨学金返還支援」を開始
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憲法９条かえない方がよい「多数」
　　　　　　　知事の見解を問う

奨学金返還支援、子どもの
貧困対策など前向き予算に賛成

　「任期中の改憲」を公言
する安倍晋三首相のもと、
“憲法をかえるな” の声が
高まっています。５月３日、
憲法記念日の各種世論調査
では「９条はかえない方が
良い」が多数と報道され、
以前の調査より増えていま
す。
　渡辺ゆり子県議は６月９日の一般質問で、このこと
を取り上げ、知事の認識を問いました。
　吉村知事は「国民主権・基本的人権の尊重、平和主
義の基本理念が大切」としつつも「議論を深めること
が重要」との答弁にとどまりました。

自民県議　改憲を主張
　一方、同日の自民党県議は「憲法の前文改正が必要」
と一般質問で主張しました。「先の大戦においては、
アメリカ側から見ると日本人のたたかい方は、想像を
絶するものがあり、決してギブアップしないし、自ら
死をも恐れない、兵隊は命を懸けて特攻までやってし
まう強靭な戦闘精神は、アメリカ人にとって、恐怖の

何物でもなかった…一説に
は、日本を再び強い国にして
はならない。日本国憲法は、
日本を弱い国にするための文
章と条文で構成し、日本国民
を洗脳しようとしたと言って
も過言ではない構成」との旨
の改憲の主張を行いました。

憲　法憲　法

　２月定例会で審議された当初予算は「奨学金返還支
援制度の創設」や「看護師・介護士・保育士などの修
学資金貸付制度の創設、拡充」「私立高校生の授業料
軽減の拡充」「ひとり親家庭支援」「子どもの貧困対策」
「住宅リフォーム助成制度の継続」など前向きなもの
が含まれ、以下の問題点を指摘し賛成しました。
　最上小国川ダム整備事業や競争の弊害が懸念される
全国学力テストに加え、県独自の学力テスト予算も盛
り込んだこと（今求められるのは、テストで子ども達
を煽るのではなく、ひとりひとりの子どもと向きあえ
る教職員を確保することではないでしょうか）。

セーフティーネットとして家賃補助を
　６月９日、渡辺県議は一般質問で住宅困窮者の対策
を求め質問しました。県民からは「県営住宅の入居を
申し込むが当たらない」「雇用促進住宅にいつまでい
れるか不安」との声や避難者からは「定住しようと県
営住宅に申し込むが当たらない」などの声が寄せられ
ています。
　渡辺県議は「入居希望に供給が追い付いてない。も
っと戸数を増やすべき」と主張。また、国に家賃補助
による準公営住宅構想の動きがあ
り「県計画に家賃補助」の位置付
けを求めました。
　県土整備部長は「国の検討状況
を踏まえ拡充方策を検討したい」
と答弁しました。

住宅困窮者対策住宅困窮者対策

ひとりひとりを大切にした教育を
　６月９日、渡辺県議は一般質問で「子どもの権利条
約」について廣瀬渉教育長の認識を問いました。
　国連の児童の権利委員会は日本に過去３回にわたっ
て「競争主義的な学校環境が、子ども間のいじめ、不
登校・登校拒否・中退及び自殺の原因となることを懸
念する」との勧告をしています。
　廣瀬渉教育長は文科省から「本条約は、基本的人権
の尊重を掲げる日本国憲法や教育基本法などと軌を一
にするもの。ひとりひとりを大切にした教育が、行わ
れなければならない」旨の通知があり、国連からは勧
告がなされているとの認識を示しました。
　山形県でも、学力テストで競争をあおるのでなく、
ひとりひとりを大切にする教育を求めるものです。

いじめ、学力テストいじめ、学力テスト

県：子どもの貧困計画策定
ひとり親対策など拡充

　子どもの貧困は、ひとり親世帯に顕著に現れている
とされます。山形市の聞き取りで、お母さんは子育て
の関係で正職につけず、ダブル、トリプルワークも。
子どもの勉強を見られず、就学貸付金返済に苦労し、
親子二代で貧困の連鎖となっている場合もあることな
どが明らかになっています。
　２年前の６月定例会で渡辺県議は、「子どもの貧困
対策法」の県計画策定を求め一般質問。県は、今年３月
に計画策定し、ひとり親対策を重点に予算を拡充しま

した。
　これまで光が当たらなかった分野
に注目が集まり始めています。困難
を希望に変えられるように、さらな
る充実が求められます。
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